第Ⅰ章　大阪府の社会教育の現状と課題

このような時代背景の大きな変化に応じて、私たちには社会の枠組みを柔軟に変えていくことが求められており、大阪府の社会教育も大きな岐路に立っている。具体的な対応策を提案するにあたり、本章では、まず、大阪府の社会教育の現状と課題を確認しておく。
■府・市町村行政

「はじめに」でも述べたように、これまで府では教育コミュニティづくりを推進するため、政令市を除く府内全中学校区に地域教育協議会（すこやかネット）を設置していただき、活動を推進する役割を担う地域コーディネーターを養成するなど、活動の定着を図ってきた。

さらに平成２０年度からは学校支援を軸とし、活動の継続、発展を図ることで、地域によって取組状況に差は見られるものの、子どもを取り巻く環境にはよい変化が現れつつある。また、ボランティアとしてかかわる人も増えるなど、地域での活動にも活性化の兆しが見えてきている。
各市町村においても、これらの府の施策を背景に数多くの好事例が積み重ねられ、社会教育施設等も活用しながら、地域の実情に応じた様々な学習・交流の機会を設けている。同時に、地域の人々の努力も実を結んできており、これらの活動は概ね定着しつつあると言える。

しかしながら、近年、府・市町村においては経済不況等に伴う財政難のため、社会教育にかかる予算が大幅に削減される傾向にあり、その影響が専門職員の削減や、職員の雇用形態の常勤から非常勤へのシフトなどの形として現れてきている。
また、社会教育施設の運営においても指定管理者制度が導入されるなど、社会教育の根幹的な部分における変革も余儀なくされている。
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■社会教育施設

社会教育施設については、施設数には大きな変動はないものの、施設利用者や実施事業等に固定化が見られたり、講座等の事業実施数が減少するなど、多様化している住民のニーズに応えられるだけの十分な場や機会を提供できているとは言いがたい。

とりわけ、公民館は多くの市町村において社会教育活動の中心的な役割を果たし、住民と日常的に接することができる貴重な場（社会教育資源）であることから、学習機会の提供はもとより、地域の課題を分析するとともに、住民のニーズを的確に把握したうえで、その解決あるいは実現に必要な場・機会を提供していくことが重要であり、あらためて活性化が期待されている。
■社会教育関係団体

ＰＴＡ、婦人会等旧来からの社会教育関係団体は、住民にはある程度存在が認知されており、これまで住民が行う社会教育活動の中心として、重要な役割を担ってきた。それに対して、行政もその活動を重視し、奨励すべき活動として補助金交付などの支援を行ってきた。
そのため、組織の形態として安定はしているものの、行政の支援を前提とした事業展開となったり、組織や活動の形骸化・マンネリ化につながっているという指摘もある。
今後はそれぞれの団体の設立趣旨・目的を十分に果たせるよう、さらに自立した活動を展開していくことが求められている。



■企業・ＮＰＯ等

　　企業においては、近年、いわゆる社会的責任を果たすことが求められており、資金協力や場の提供など、様々な形で地域貢献を行っているが、財務状況等によって活動が左右される面もあり、安定的な協働に向けて取り組むことが期待される。


また、ＮＰＯや大学等高等教育機関においても、それぞれが持っている独自性、専門性等を活かして、行政等との協働が進みつつある。
まず、ボランティア団体を含む
ＮＰＯ（民間非営利団体）は、学習
の機会や情報を提供したり、様々な
人と人を結びつけるなど、社会教育
の推進にすでに大きな役割を果たし
ている。しかし、その活動自体が知
られていない状況があるため、活動
内容をさらに積極的に発信すること
などにより、協働のきっかけを広げ
ていくことが必要となっている。

大学等高等教育機関は、高度化し
　た人々の学習ニーズに対応するため
重要な役割を担っている。また、大
学等にとっても、地域との連携は円
滑な教育活動や調査研究、学生の実
地学習等の場の確保につながる。こ
のように、どちらにもメリットがあ
ることから、大学等は地域における
学習活動の振興のために、積極的に
貢献していくことが望まれる。
【参考：指定管理者制度】


平成１５年の地方自治法の一部改正により、公の施設の管理にかかわって導入された制度。民間の能力を活用することで経費節減やサービスの向上を図り、公の施設をより効果的・効率的に管理することを目的としている。


指定管理者には企業・ＮＰＯだけではなく、外郭団体、自治会といった多様な団体が参画することが可能であり、行政だけでは実現できない政策領域への広がりも期待できる。


一方、施設の管理経費の削減は行政コストの軽減につながるものの、不作為も含めて、その影響が住民サービスの低下につながっていくとすれば、地域全体にマイナスの影響をもたらすことになる。


例えば、行政には当該地域のすべての住民のためのサービス、特に社会教育では現代的課題等にかかわる施策・事業を率先して展開していくことが求められ、その意識やノウハウも定着しているが、通常、市場原理に沿った取組みは一部の対象者への収益性を重視したサービス提供に特徴を持つことから、サービスの偏りを生じることなども危惧されている。


本制度の運用にあたっては、他府県等の事例も参考にしつつ、引き続き慎重に検討することが必要である。





応援団になろう！（新田良子）


子どもたちのすこやかな成長のために、保護者と教師が互いに学びあう団体として誕生したＰＴＡは、価値観の多様化した現在において、そのあり方が問われています。これからは、これまでの活動にとらわれることなく、家庭・学校・地域が広い意味での学習を通してつながりあい、互いに支えあいながら、子どもの成長を見守る「学校と子どもの応援団」として活動していくことが大切なのではないでしょうか。





地域での活動を広げよう（田中夏美）


就学前の親子の交流の場、子育てサロン、小学校の福祉授業への支援と自治会公民館でのキッズクラブ活動、中学校単位のすこやかネット実行委員会活動等、福祉委員会を中心に様々な世代との交流の中で、「してあげるボランティア」から「させてもらうボランティア」の大切さに気づきました。その人の状況を十分に考えることで、自分自身もたくさんの何かを得られ、さらにボランティアにかかわる人も増やすことができました。これを今後につなげていきたいと思います。





企業の教育コミュニティづくりへのかかわり方（野曽原浩治）


　企業の地域貢献活動は残念ながら教育コミュニティづくりへの寄与は少ないのが実情です。一方で、地域の各世代の協調の必要性がますます高まるのは避けられません。従って、教育コミュニティには自治体・企業・地域の連携が不可欠です。参加者、企業（企業からの参加者を含む）にインセンティブがある内容でのイベントを開催し、参加することにより、コミュニティが深まる仕組みを構築することが必要です。企業にとってもアトラクティブな場となるでしょう。





企業の地域貢献（高原義宏）


　小学校などで行っている一般的な職場見学会ではなく、子どもたちが実際に作業やものづくり等体験できる、体験型職場見学会を毎年企画しています。


　また、職場で働く人たちと交流できる時間を設けるなど、“働く”ということを子どもたちが実感できるプログラムづくりを行っています。さらに、見学を受け入れている企業は子どもたちが理解しやすいカリキュラムを用意するとともに、ファンを増やす努力をしており、企業の最終目標は、社会の公器として地域貢献を推進することです。今後、さらに職場見学会を拡大できればと思っています。








『創発』現象が活発な教育コミュニティづくりへ


（永井美佳）


　私たちは個人でも組織でも、それぞれに「持ち味」というものがあります。その独特のよさや味わいを最大限に活かし、子どもを真ん中にした教育力を高めていくことが急務です。子どもたちの応援団には学校・家庭・地域だけではなく、ＮＰＯや大学、企業などもいます。互いに適切にコミュニケーションを行い、各々の持ち味を組み合わせ、創造的な成果を生み出していく状態こそ、私たちがめざす次なるステージです。大阪人の底力、皆で見せていきましょう！








大学と地域の連携（福嶋順）


幅広い学問領域において、生活や実践の場で有用な知識と技術を開発し、効果的に学生に伝達することが今日の大学の新たな課題となっています。教育・研究の場としての地域との連携は、今後いっそう重要となるでしょう。一方、社会人入学や公開講座など、生涯学習の場としての大学へのニーズも高まっていますが、従来の高等教育の枠組みでは十分に対応できていないのが現状です。少子高齢化時代を迎えた大学の新たな役割として、今後のさらなる取組みが求められています。
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